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●上記は過去のものおよび予想であり、将来を約束するものではありません。

世界のEV販売台数推移 主な企業による全固体電池の開発動向

出所：ARK Investment Management LLC, 2020

EVの普及拡大の後押しが期待される“全固体電池”

報道資料などを基に日興アセットマネジメントが作成

●掲載銘柄について、売買を推奨するものでも、将来の価格の上昇または下落を示唆するものでもありません。
また、当社ファンドにおける保有・非保有および将来の銘柄の組入れまたは売却を示唆・保証するものでもありません。

脱炭素社会の実現に向けて、米国が2030年ま
でに新車販売の50％を電動車にすることをめざす
としたほか、日本は2035年までに乗用車の新車販
売の全てをEV（電気自動車）などの電動車にする
ことを表明するなど、ガソリン車からEVへの移行機
運が高まっています。こうした中で関心を集めてい
るのが、EV普及のカギを握るとされる次世代の蓄
電池“全固体電池”です。

全固体電池とは

私たちの身の回りには、EVだけでなく、スマート
フォンやパソコンなど電池で動くものが数多くありま
す。それらに使用される電池の主流はリチウムイオ
ン電池ですが、それに代わる電池として期待される
のが、全固体電池です。リチウムイオン電池はその
電池の中に含まれる電気を貯めたり放出したりする
ための電解質が液体である一方、全固体電池では
固体となっています。

EV普及の後押しが期待される全固体電池

脱炭素社会の実現に向けた動きが活発化するこ
とで、今後、世界のEV販売台数は大幅な増加が
見込まれます。しかし、現在のEVに使用されるリチ
ウムイオン電池は安全性や航続距離、1回あたりの

充電時間などに課題があると言われています。一

方、全固体電池は、リチウムイオン電池と比較して、

発火リスクが低いことから安全性が高いとされてい
ます。さらに、より小さな電池でより大きな電力を蓄
えられることを示すエネルギー密度は3倍程度であ
るほか、充電に要する時間は3分の1程度に短縮さ
れることなどから、EV普及を後押しする電池として
期待されています。

国内外で実用化に向けた競争が加速

こうした中、全固体電池の実用化に向けて、国内
外で競争が加速しています。例えば、国内では、電
池技術の特許出願件数（2000年～2018年までの
累計）が世界第4位となったトヨタ自動車が2020年
代前半、そして、日産自動車は2020年代後半の
実用化をめざしています。また、国外では、独フォ
ルクスワーゲンが、電池開発の新興企業である米
クアンタムスケープと開発に乗り出したほか、電池
などに関する高度な技術を持つ大学なども研究を
進めるなど、各国の自動車メーカーなどが積極的
な姿勢を示しています。

全固体電池の量産化技術の確立や製造コストの
削減などにはまだ時間を要するとの見方もあります。
しかし、企業間の競争が様々な課題の克服を促す
こととなれば、全固体電池の早期実用化に繋がり、
EV市場の更なる発展に寄与することが期待されま
す。
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2020年から2025年にかけて、

約20倍の増加

約4,000万台

約200万台

トヨタ自動車 2020年代前半の実用化をめざす

日産自動車 2020年代後半の実用化をめざす

本田技研工業 2020年代後半の実用化をめざす

フォルクスワーゲン
（ドイツ）

全固体電池を開発する米クアンタムス
ケープと共同開発により、2024年の実

用化をめざす

現代自動車

（韓国）
2027年の試験生産開始をめざす

（ 予想）


